
３１年度 ３２年度

推進 推進

推進 推進

　これまでの人材育成の成果を活かしつつ、さらなるスキルアップを図り区民の期待に応える区政を
実現するため、職員の力をフルに発揮していきます。また、高い職務意識を持ち、知識や能力を兼ね
備えた職員集団の形成を目指します。

ＮＯ ４－１ 項目 目標を明確にし、行動する組織の形成

組織目標を明確にし、その実現に向けて自立的に考え、プランを立て行動する
目標達成型組織の形成を図るため、職員一人一人が自らの目標を設定し、持
てる力を最大限発揮して職務を遂行する環境を整備します。

項目
計画

内容

実績

３０年度（見込）

目標管理の推進
  組織目標を踏まえた個人目標の
設定と進行管理
  達成状況の確認と評価

人事考課制度の活
用

  人材育成、昇給、勤勉手当、昇任
等への活用
  人材マネジメントシステムの活用
  評価者研修

４ 人事戦略 ～創造的人事行政への転換～

戦略 目標を明確にし、行動する組織の形成

戦略 高い職務意識の醸成と、意欲ある職員集団の育成

戦略 地方自治体の役割や雇用動向等の変化に対応した多様な人材の活用

戦略 区政課題への取組を担保する適正な組織体制の確立

４

人
事
戦
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３１年度 ３２年度

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

【ＧＡＨの取組による人材育成】
  荒川区職員ビジネスカレッジとの
連携による職員へのＧＡＨ意識の
啓発

推進 推進

職員のキャリアス
テージに応じた研修
体系の充実

ＮＯ ４－２ 項目
高い職務意識の醸成と、意欲ある職員集
団の育成

内容

職員一人一人が高い職務意識の下、情熱を持って仕事に取り組むことを実現
するとともに、区の職員文化として定着させ、高い意欲を持つ職員集団を育成
します。
若手職員から高齢職員までのあらゆる年代の職員の能力の伸長と活用を図
るとともに、次代の管理監督職や新たな課題に対応した専門人材の計画的な
育成を推進します。

項目
実績 計画

３０年度（見込）

人材発掘プログラム
の実施

  大学・公務員予備校説明会
  採用説明会・見学会
  インターンシップの実施

【能力開発型研修】
  コミュニケーション研修
  組織運営研修
  思考力研修
  IT対応力研修
  事務処理力研修

【学び直し事業】
実施

【キャリアデザイン研修】
30歳、40歳、50歳職員を対象

【主任研修の充実】
  宿泊研修
  外部講師による講演会
  先輩係長による経験談
  文章力向上研修
  組織マネジメント研修
  議場見学研修

【新人育成プログラム】
  職員基礎研修
  区内探訪研修
  入区３年目研修

【管理職候補者研修】
  マネジメント研修
  答弁研修

【係長職昇任前研修】
  宿泊研修
  実務研修
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３１年度 ３２年度

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

運用 運用

実施 実施

  OJTチェックシートの活用
  フレッシャーサポート制度
  経験者アシスト制度
  新規採用職員の実務能力の向上

  年次有給休暇の計画的取得の促
進
  ノー残業デーの設定
  男性職員の育児休業の取得促進

  計画的な人事異動
  高齢職員向け研修

  選挙事務の応援体制の確保

  職員表彰
  ＭＢＡ表彰

制度改正

  児童相談所への研修派遣
  専門研修への参加
  講演会、施設見学会

政策形成能力の向
上

OJT等による新規採
用職員等の育成支
援

荒川区職員ワーク・
ライフバランス推進
計画の推進

高齢職員の活用促
進

柔軟な職員配置の実
現

職員の表彰制度

項目
実績 計画

３０年度（見込）

荒川区職員ビジネス
カレッジ（ＡＢＣ）

  ABC本科課程
  ABC実務専門課程
  ABC大学院
  ABC通信教育講座

  幸せリーグ実務者会議への参加
  全国連携プロジェクトへの参加
  公共政策関連の大学院への派
遣・助成
  プラチナ構想ネットワークへの参
加
  新公会計制度に関する研修実施
【再掲】

行政系人事制度の
見直し

児童相談所開設に向
けた人材育成
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３１年度 ３２年度

実施 実施

実施 実施

実施 導入

実施 実施

実施 実施

実施 実施障がい者雇用の推進

ＮＯ ４－３ 項目
地方自治体の役割や雇用動向等の変化
に対応した多様な人材の活用

内容
社会情勢の変化に柔軟に対応し、高度化・複雑化する区民ニーズに的確に応
えていくため、コア・コンピタンス（得意分野）を持つ有為な人材を確保するとと
もに、障がい者雇用を推進し、その活用を図ります。

非常勤職員制度の
更なる活用

高齢職員の活用促
進【再掲】

一般任期付職員の
活用

項目
実績 計画

３０年度（見込）

経験者採用の実施 実施

  職層制度の運用

  会計年度任用職員制度導入に向
けた検討

  計画的な人事異動
  高齢職員向け研修

  マイナンバー制度及びオリンピッ
ク・パラリンピック関係業務への従
事
  児童相談所設置に向けた専門人
材の確保

区雇用率2.64％
（法定雇用率2.5％）
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３１年度 ３２年度

職員の適正配置及
び総数管理

  職員総数2,485人（前年度2,469
人）
  児童相談所の開設準備、待機児
童対策等、区政の重要課題分野に
重点的に配置
  再任用職員の活用を促進

  効率的・効果的な
執行体制を確保
  重要課題分野に重
点的に配置

  効率的・効果的な
執行体制を確保
  重要課題分野に重
点的に配置

ＮＯ ４－４ 項目
区政課題への取組を担保する適正な人
員体制の確立

内容

複雑・高度化する行政需要に的確に対応するため、多様な雇用形態や執行方
法等を活用し、効率的で効果的な執行体制を確保します。豊富な知識・経験を
有する再任用職員のより一層の活用等、区民サービスを更に充実する体制を
整備するため、これまでの条例定数による管理を改め、常勤職員及び非常勤
職員を合わせた職員総数による管理を実施します。

項目
３０年度（見込）

実績 計画
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